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通りに進めば、3 月 24 日に投票が行われ、5 月には約 5 年ぶりに議会政治が復活す
る。2014年から軍事政権下にあったタイが、民主主義国としての体裁を再び整える、
その決定的なステップが 3月の選挙である。 
表 1 2019年下院総選挙の予定（2019年 2月 4日現在） 
（出典）Khom Chad Luek 2019年 1月 23日より筆者作成。 
選挙をめぐる紆余曲折 
タイでは、2005 年頃からタクシン・チナワット首相による強硬な政治運営の是




















府は 2018年 2月に選挙の延期を決定した。下院議員選出法が公布されたのは 2018年
9月であり、政府は 12月に投票日を翌年 2月 24日と発表した。しかし、2019年元日
に新国王ラーマ 10 世マハー・ワチラロンコーン王が戴冠式を 5 月に実施すると発表
したことを受け、政府は選挙日程を延期する。憶測が飛び交うなか選挙管理委員会が







































































































56巻 2号、2015年 6月）、「人身取引対策の脱安全保障化と官民連携 : タイを中
心としたメコン流域の人身取引対策協力を事例とした考察」（『アジア経済』第
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